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研究ノート
不確実性の下での環境政策の選択
環境税か排出削減量基準か
?? ?? ?? ??
要約
社会における汚染物質排出を抑制するための費用である制御費用関数と、その排出に
よる社会的損害関数に不確実性が存在しないとき、最適な汚染税率と汚染排出削減基準は
ともに同じ最適な環境成果をもたらす。
しかし現実には、企業レベルであれ汚染規制当局レベルであれ、その意思決定において
何らかの不確実性が侵入してくる。例えば企業レベルでは、汚染削減の制御技術や、将来
の潜在的な規模の経済、学習効果、そして技術伝播度の不確実性、さらに将来の投入財価
格の不確実性が存在するであろう。また規制当局が汚染税率や汚染基準を頻繁に変更する
ことも企業の意思決定に不確実性を生むこととなる。他方、汚染規制当局レベルでは、た
とえ企業の限界費用関数が既知であっても、規制当局に限界制御費用関数が知られていな
い場合や、汚染のもたらす社会的損害を測定することの困難さゆえに、規制当局が社会的
限界損害関数について不十分な情報しか持っていない場合がある。そこで本稿では、
Fishelson (1976) や Baumol=Oates(1988) を参考にしつつ、 Adar=Griffin(1976) の議
論を見ることとする。得られた経済学的帰結は次の通りである。
まず、限界制御費用曲線は確実で既知であるが、規制当局が社会的限界損害曲線つまり
限界便益曲線の真の位置を知らないとき、税政策も基準政策もともに社会的厚生損失を生
じるが、同じ結果をもたらすため政策選択の問題は生じない。次に、限界便益曲線は確実
で既知であるが、限界費用曲線に確率的撹乱が生じるという意味で不確実性が存在すると
き、税政策と基準政策の間に期待厚生利得の差が生じ、その程度は、それぞれの曲線の傾
きに依存する。かくして当局は期待厚生利得のより大きい政策を選択するべきである。
キーワード：制御費用関数：限界損害関数；社会的厚生損失；期待厚生利得
経済学文献季報分類番号： 02-20 ; 02-26 : 05-41 : 13-15 
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1. はじめに
環境規制当局は社会の汚染物質排出を抑制するための制御費用関数と、その排出による社会
的損害関数について、必ずしも確実な情報を持っている訳ではない。その不確実性を発生させ
る諸理由を第 3節で説明する。もしこれらの不確実性が全く存在しないならば、最適な税率と
汚染排出基準の間に対応関係があるであろうことを第 2節で示す。第 4節では社会的損害関数
に不確実性がある場合を、そして第 5節では制御費用関数に不確実性がある場合を、それぞれ
論じて、各場合に期待厚生利得が算定される。その結果、政策当局の採るべき環境政策として、
税制度を採るのが良いのか、または汚染排出基準の設定をするのが良いのかは、期待厚生利得
の比較によって明らかになる。この問題を確率的誤差項の導入によって分析する。
2. 確実な制御費用関数と社会的損害関数の場合
企業がその生産に伴って排出する汚染物質に対して、環境税が課される場合には、企業はそ
の汚染物質排出を抑制するために、排出削減に資源を投入するであろう。この排出削減の費用
は純粋の生産費用に追加されて、その企業の総生産費用を成し、それに環境税がさらに加わる。
いま当面の企業の産出量を Y と記し、その生産に随伴する汚染物質の排出量を Sとする。こ
の企業が Sを制御するために使う資源量を Aで示すと、 Aの増加に対応して Sは削減される。
したがって SはY とAの関数として、
S = S(Y, A) 8S/oY > 0, 8S/oA < 0 (1) 
と表される。そして当面の企業の総生産費用を C として、それは Y とAに用いられる全資源の
経費を包含する。すなわち、
C = C(Y, A) oC/oY > 0, oC/oA > 0 (2) 
もし政府の規制当局が汚染物質 1単位当たり tの環境税を課せば、この企業は tSの税額を負
担しなければならない。ゆえに生産に伴って企業の総支出経費は、
C(Y, A)+ tS (3) 
となる。生産物への需要関数を逆方向から眺めた逆需要関数を、 Yに対する需要価格p(Y)と表
すと、この企業の利潤 T は生産物売上げから、総支出経費を差し引いた残りであるので、
1r = p(Y)Y -C(Y, A) -tS (4) 
になる。企業は tを与えられて、利潤を極大化するように Y とAを決定するであろう。その利
潤極大の 1階条件は、
枷 /oY= 0 および 0可oA=O (5) 
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である。まずYの決定は次式により行われる。
07r - ---t-= p(Y) + p'(Y)Y ac as = O (6) 8Y 8Y 8Y 
これは独占企業の生産決定方式にほかならない（村田＝鎌苅 (2003)の(4)式を参照）。
また Aの決定は下式が成立するところである。
a1r ac as 
訂＝ー戸―taA= 0 (7) 
この式から、汚染削減の限界費用 (8C/8A)が汚染物質排出の限界税額 (tl8S/8AI)と一致すると
ころで Aは決定されることを知る。言い換えると、
ac as ー =t —
8A 8A (7') 
が汚染物質排出削減量を決める点であり、これは独占企業でも寡占企業でも、また自由競争企
業でも当てはまる原理であると考えられる。
ところで汚染排出量 Sが大きい場合には、投入資源単位当たり排出削減量も多いが、 Sが小
さい程、さらに 1単位を削滅するために一層多くの資源が投入されなければならないので、排
出削減単位当たりで見た限界制御費用 (marginalcontrol cost ; MCCと略称）は、 Sが大きい
程（換言すると、排出削減量が少ない程）小さく、 Sが減少するにつれて（換言すると、排出削
減量が増大するにつれて）、 MCCは逓増する。 MCCを△Caと記すと、 (7')式はつぎのように
書き換えられる。
△ Caい羞I闘）=t (8) 
この式が成立するのは、図 1での MCC曲線がtの高さの水平線と交わる点である。図 1の横軸
は排出削減量を示し、原点0は無規制の排出量に対応する。 MCCがtに等しい A点の排出削減
量は Qで示される。
他方、汚染物質排出 Sが社会のアメニティを減じる程度を表す社会的損害 D(S)については、
高水準の Sの場合ほど、さらなる追加的排出による社会的限界損害は大きいと感じられるであ
ろう。したがって汚染物質の追加的排出に対する限界損害 (dD/dS) は、 Sが小さい程（換言す
ると、排出削減が大きい程）、少なくなるので、この限界損害曲線は図 1に描かれている MSB
のように右下がりとなる。各排出削減量における MSBまでの高さは、起こらなくても済む限
界損害 (marginalsaved damage)を意味するので、社会的限界便益 (marginalsocial benefit; 
MSBと略称）と考えられる。
MCC曲線と MSB曲線の交点 Eにおいて社会的厚生は最大になるが、 A点ではそれに比べて
三角形AEBの厚生損失が生じている。したがってこれらの曲線が確実性を持てば、 E点におけ
る税率または排出削減量を政策として設定することが規制当局にとって最適である。それは税政
策としてrの環境税率を課すか、または Q*の排出削減の量的制約を設定する基準政策を採る
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図 1 確実な限界費用関数と限界便益関数
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ことで達成され、どちらの政策でも同じ最適の環境成果が生まれる。しかし MCCやMSBの曲
線が規制当局にとって不確実である可能性は大きく、そのような不確実性が環境政策によって
差異のある結果を生むことを本稿は明らかにする。主要な参考文献は Adar= Griffin (1976)で
あり、 Fishelson(1976) とBaumol= Oates (1988) も関連して参照される。
3. 不確実性の発生理由
不確実性が環境政策の成果に影響を及ぼす経路に 2通りのレベルがあり、一つは個別企業レベ
ルで現れるもので、他は汚染規制当局レベルで生ずる。企業レベルで不確実性が入るのは、当企
業の汚染制御費用関数を通してと、規制当局によって引き起こされる不確実性を通してである。
汚染削滅のための当企業の限界費用関数に係わる不確実性は、その制御技術が試験済みでない
とか、将来の潜在的な規模の経済や学習効果や技術伝播度の不確かさに起因すると共に、将来
の投入財価格の不確実さも追加的な不確実性をもたらす。また規制当局が汚染税率や汚染基準
量を頻繁に変更することは企業の意思決定に混乱をもたらし、不確実性を生む。
汚染規制当局のレベルでの不確実性に含まれる現象の多くは、上述の企業の限界費用関数に
付与された不確実性のような企業が直面するものと同じであり、それらが今度は規制当局（あ
るいは社会）が直面する全体的な限界制御費用関数に不確実性をもたらす。そして当局はさら
に2つの追加的不確実性の発生源に向き合うこととなる。第一は、たとえ企業の限界費用関数
が既知であっても、規制当局に限界制御費用関数が知らされていない場合である。第二の最も
ややこしい形の追加的不確実性は、規制当局が社会的限界損害関数について単に漠然とした考
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えしか持っていない場合である。例えば、大気汚染がもたらす健康と不動産に係わる費用の推
定値に附随する標準誤差は実に大きい。汚染のもたらす社会的損害を測定することの諸困難の
ゆえに、一種の測定不確実性が限界損害関数に結び付いているためである。また、正確に測定
された限界損害関数を持ってしても、なお気候条件によって連続的に変化する周辺大気条件を
通して確率的成分が入る場合もある。例えば大気汚染の場合、毎日変化する風の速さや方向と
いった諸要因が、一定の汚染物質の排出がもたらす社会的損害の程度を左右するのである。
4. 限界便益関数に不確実性がある場合
まず規制当局が限界損害曲線つまり限界便益曲線の真の位置を知らない場合について考察す
る。そして限界費用曲線の形状と位置は正確に既知であって、それは図 2のMCCで描かれて
いるものであるとしよう。当局が最初に仮想した限界便益曲線は MSB*であったので、当局は
E点を最適点と考え、 rの税率を導入するかQ*の排出削減の基準を設定する政策を採る。いず
れの政策が採用されても結果は同じになり、 rの税率のときに排出削減がQ*に決まることは、
(7')式または (8)式の成立するところがQ*であることから明らかである。
しかしながら、もし真の限界便益曲線が仮想のそれよりも上方にあって、図 2での MSB'で
あることが後に判明したならば、 Q*の排出削減量は不本意に少なすぎる。この場合には、最適
点は E'であり、対応する排出削減は Q'であり、 Q'の代わりに Q*を選定したことの社会的厚生
損失は三角形EE'Dの面積に等しい。
図2 不確実な限界便益関数
税率
MSB' 
I 
I 
ト、
I 
I 
I 
I 
I 
I 
MSB1: 
゜ Qi Q* Q' （排出削減量）q 
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逆にもし真の限界便益曲線が最初の仮想のものより下方に位置して、 MSB1と描かれるもので
あることが後に判明したならば、 Q*は過大な排出削減を意味することになる。この場合には、
Qiの代わりに Q*の排出削減を選んだことによって、 Qiから Q*までの限界便益を超過する限
界費用の総額を示す三角形EE1Fの面積だけ、社会的厚生損失が生じたことになる。且点はこ
の場合の最適点で、対応するいに税率が決められても上述と同じ結果を生ずる。
要するに、限界便益曲線にのみ不確実性がある場合には、最適点は確実で既知の限界費用曲
線の線上に在り、その線上の移動によって社会的厚生損失は発生するけれども、税政策を採用
しても、基準政策をとっても、同じ結果に導くので、政策選択の問題は発生しない。このことを
式を使って以下に説明しよう。
いま、限界便益関数を MBと表し、それが確率変数としての誤差 uと排出削減 qに依存する
形をとると考える。すなわち MBは
MB(q叫
と表される。これに対して、限界費用関数を MCと表すと、それは qのみの関数であるので、
MC(q) 
と記され、これは既知関数と想定される。
基準政策では規制当局は期待厚生利得
万IQ[MB(q, u) -MC(q)]dq (9) 
を最大にするような排出削減量Qを基準値に設定する政策を最適な政策と考えるであろう。
税政策の下では、税率tを最適に決める原則は、つぎの期待消費者余剰と生産者余剰の合計を
最大にすることである。
万/QCtl[MB(q, u) -MC(q)]dq 
゜
(10) 
ここに Q(t)は一価関数
Q(t) = MC-1(t) (11) 
を表し、これは確実で既知である。
(9)式を Qに関して最大化するということは、 (10)式を tに関して最大化することと同等に
なることを示そう。最適削減量 Q (つまり Q*) は、 (9)式より下記の 1階条件によって与えら
れる。
E MB(Q*, u) = MC(Q*) (12) 
u 
われわれは MSB曲線が負の傾きを、そして MCC曲線が正の傾きを持つと想定するので、最大
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化の 2階条件はつねに成立する。それは次式である。
dMB dMC 
dq dq 
<0 
191 
(13) 
他方、 (10)式を最大にする tは(10)をtで微分したものをゼロと置くことによって求められる
が、それに対応する Qが Q*に等しくなることを、図 2のような線形の関数の場合に明らかに
しよう。この場合に、 a,b, a, (3を正の定数として、限界便益関数は
MB= a-bq+u 
と表現され、 uの期待値E(u)= 0と想定される。また限界費用関数は、
MC= o:+ (3q 
と表される (a>a)。(14)式と (15)式を用いて (12)の条件を満たす Q*を求めると、
Q* = (a -a)/(b + (3) 
になり、それに対応する tは、 (15)のMC式の qへQ*を代入して、
t* =a+ (3(a -a)/(b + (3) 
と求まり、期待厚生利得 (expectedwelfare gain)をEWGと記すと、それは
1 1 
EWG = -(a -a)Q* = -(a -a)勺(b+ (3) 
2 2 
となる。
(14) 
(15) 
(16) 
(17) 
(18) 
他方、税政策の最適税率を求めるために、 (10)をtで微分して、ゼロと置き、 (14)式と (15)
式を代入する。すなわち
dQ(t) 
0 = E[(a -bQ(t) + u) -(o: + /JQ(t))] 
dt u (19) 
ここに Q(t)は(15)式の逆関数として、
Q(t) = (t -o:) /3 (20) 
となるので、これを (19)式へ代入し、 E(u)= 0を考慮すると、下記のようになる。
1 b 
0=万[a-万(t-a) -a -(t -a)] (19') 
(19')式より求められる tは(17)式の t*と同じである。それを (15)式の MCに入れて求まる q
の値は (16)のQ*に等しく、したがって期待厚生利得も (18)式のそれと同じになる。ゆえに税
政策は基準政策の場合と同じ結果を生じることが分かる。
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5. 限界費用関数に不確実性がある場合
つぎに限界便益関数は既知であるが、限界費用関数が確率的撹乱を受ける場合を考察しよう。
この時は限界費用関数は
MC(q, u) 
と表され、確率変数の密度は既知で、その期待値 E(u)はゼロと想定される。そして限界便益関
数は確率変数を含まない既知関数として、
MB(q) 
と表現される。
量的制約の基準政策を採用する時には、規制当局は下記の期待厚生利得を最大化するように
排出削減量 Qを決定するであろう。
Q 
W(q)三だ1[MB(q) -MC(q, u)]dq三E(Z) (21) 
この最大化の 1階条件は次の通りである。
E[MB(Q) -MC(Q, u)] = 0 (22) 
したがって l¥1Bが期待 MCに等しいところの Qを選定する。
税政策が採用される時には、与えられた税率tにおける排出削滅Qは確率変数であって、そ
れはつぎのようになる。
Q=MC―1 (t, u) (23) 
そして期待厚生利得の表現は
E /Mcー'Ct,uJ[MB(q) -MC(q, u)]dq三 W(t) (24) 
と書かれる。これから最適税を算定する方法を容易にするために、関連する関数を (14)式や (15)
式と同様に線形化し、確率的誤差項を加算して、つぎの式を想定することとする。
MB= a -bq 
MC= a十 {3q+ u 
(25) 
(26) 
ここに a,b, a, (3は正定数で、 a>aである。したがって (26)式の逆関数を導出し、 (23)式の線
形化をつぎのように求めることができる。
Q(t,u) = (t-a-u)/(3 (23') 
ゆえに (24)式の線形化は下記の通りである。
W(t) =万JQ(t,u)[(a -bq) -(a+ ,6q + u)]dq三万(X) (24') 
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これより最適な tは、 (24')式を tについて微分してゼロと置くと得られる。以下にその計算を
示す。
匹 (t,u) 
0 = E[a -bQ(t, u) -(a+ {3Q(t, u) + u)] at u 
=½[a-¾(t-a)-(a+(t-a))l (27) 
ここでは E(u)= 0が考慮に入れられた。
(27)式を満たす tが最適な t(それを t*と記す）であり、
t* -a ( ) a -a ， 三 EQ(t*,u) = 
u b + /3 (28) 
がその最適条件である。 (28)式の中の Q(t*'u)を(24')式の中の Q(t,u)へ代入して、 E(X)を以
下に算定しよう。
W(t) = 1!}[(a -a)q―甚(b+ (3)q2 -uq) l Q(t" ,u) 
1 
= (a -a)EQ(t*, u) --(b + (3)E(Q(t*, u))2 -E(uQ(t*, u)) 
2 
ここで第 2項の中の期待値と第 3項は下記のようになる。
E(Q(t*, u))2 = E((t* -a)2 -2(t* -a)u + uりI!32 
u u 
= (t* -0)2尻 +Eu勺/32
E(uQ(t*, u)) = (t* -o)Eu/ /3-Eu2 / /3= -Eu勺J3
u 
これらと (28)式を (29)式に代入して整理すると、次式が得られる。
W(t) = 
(a -a) 1 (t* -a)2 Eu2 Eu2 
b + {3 ―百(b+/3)[ 132 十言]+~
= (: —+〗げ- b: {3(: ~;) 2 -(b 2;f -¼) Eu,2 
=½[り—+〗:2 -b ;2{3 Eu2] 
(29) 
(30) 
他方、基準政策を採用する時の期待厚生利得を、 (25)と(26)の線形関数の場合に算定するた
めに、まずこれらの式を (22)の最適条件へ代入して、最適な Qを求め、それを Q*と記して、
Q* = (a -a)/(b + {3) (31) 
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を得る。 Q を (21)式の Qへ代入して E(Z)を計箇しよう。
W(q) => 1q·[(a -bq) -(cv十げq+ u)]dq 
= [(a -a)Q* --(b十け） (Q了— Q*Eu]
2 
(a -ct)2 _ _! (a -c1)2 
b+/3 2 b十け
1 (a -a)2 
2 b+ /3
かくして税政策と基準政策の間に期待厚生利得において差異があることが分かった。
(32)式より (30)式を引き算すると下記の差が生じる。
(32) 
Wア(q)-W(t) = Eu-[(b -/3)/(2/32)] (33) 
もし b>けであれば、 vV(q)> W(t)となるので、基準政策の方が税政策よりも期待厚生利得が大
きい。逆ならば反対の結果となる。期待厚生利得がより大きい政策を当局は選ぶべきである。
［謝辞〕本稿の研究について、鎌苅は大阪学院大学より平成 15年度研究助成費を受けたことに謝意を表
します。
参考文献
〔1J Adar, Zvi, and James M. Griffin (1976) "Uncertainty and choice of pollution control instru-
rnents," Journal of Env'ironmental Economics and A1a:nagement, 3(3), pp.178-188 
[2〕Baurnol, W'illiarn J., and Wallace E. Oates (1988) "Uncertainty and the choice of policy instru-
ments: price or quantity controls?" in The theory of environmental policy (2nd ed.), Cambridge 
じniv.Press, Chap. 5. 
[3〕Fishelson, Gideon (1976) "Emission control policies under uncertainty," Journal of Environ-
mental Economics and Management, 3(3), pp. 189-197. 
[4〕村田安雄，鎌苅宏司 (2003) 「独占企業と雰占企業に対する最適環境税」、『経済論集（関酉大学）』第
t月3巻第 1号、 81-92頁。
86 
